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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第１四半期連結
累計期間

第66期
第１四半期連結

累計期間
第65期

会計期間
自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日

自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日

自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日

売上高 （千円） 5,285,401 3,617,062 14,859,201

経常利益 （千円） 1,395,666 344,922 1,375,009

四半期（当期）純利益 （千円） 862,146 239,404 538,631

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 810,256 178,892 588,168

純資産額 （千円） 16,534,771 16,098,713 16,243,413

総資産額 （千円） 24,698,256 24,778,806 22,128,220

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 88.44 24.56 55.26

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 66.9 65.0 73.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含めておりません。

　　　　３．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在していないため記

載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

水と環境のコンサルタントを取り巻く事業環境は、国内外ともに大きく変化しております。21世紀は、気候変動や

人口増等により地球規模で水と環境の問題が深刻化すると言われています。途上国における人口増と急速な都市化は

生活用水の確保や生活環境を脅かしています。先進国においては、高度成長期に整備したインフラが老朽化し機能低

下等のリスクが高まっています。また、気候変動は過去に例のない強い降雨やスーパー台風を発生させ、私たちの生

活を脅かしています。水と環境の問題は、こうした課題に対応したインフラ整備の問題であると同時に必要なサービ

スを提供していくマネジメントの問題でもあります。地域にあった経営システムの構築、民間企業を活用した効率的

な経営手法の導入等、持続的なマネジメントの構築に関する課題が重要となっています。このように水と環境のコン

サルタントの課題は、一段と多様で複雑になりつつあります。

このような状況のもと、当社グループは、国内外における上下水道施設の整備、改築更新、耐震化、豪雨対策等の

需要に積極的に対応してまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、受注高は2,316百万円（前年同期比48.6%

減）、連結売上高は3,617百万円（同31.6%減）となりました。

利益面では、営業利益は380百万円（前年同期比73.2%減）、経常利益は344百万円（同75.3%減）、四半期純利益は

239百万円（同72.2%減）となりました。

 

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

（国内業務）

国内業務につきましては、水と環境の事業環境の変化に積極的に対応し、地震対策・豪雨対策等の災害対策業務、

施設の合理的改築更新に向けたアセットマネジメント業務、低炭素化社会形成に向けた環境・エネルギー対策業務、

持続可能なマネジメント構築に向けた事業支援業務、サービス向上と効率化を支える情報システム構築業務を重点業

務に設定し、技術開発とともに営業強化をしてまいりました。

この結果、受注高は1,511百万円（前年同期比2.2%減）、売上高は2,608百万円（同38.8%減）、営業利益は493百万

円（同69.0%減）となりました。

 

（海外業務）

海外業務におきましては、新興国における旺盛なインフラ整備ニーズに対応し、アジア、中東、中南米、アフリカ

など世界的に積極的な営業活動を行いました。また、受注済み案件の着実な遂行に注力いたしました。

この結果、受注高については、前年同期にイラク、バングラデシュなどで大型案件の受注があったものの、当期は

大型の新規受注が無かったため、804百万円（同72.8%減）となりました。売上高は983百万円（同1.4%減）、営業損

失は101百万円（前年同期は営業損失144百万円）となりました。

 

（2）財政状態の変動状況

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、受取手形及び完成業務未収入金や未成業務支出金の増加等により

前連結会計年度末と比較して2,650百万円増加し24,778百万円となりました。

負債は、未成業務受入金の増加等により、2,795百万円増加し8,680百万円となりました。

純資産は、剰余金の配当等による利益剰余金の減少等により144百万円減少し16,098百万円となりました。この結

果、自己資本比率は65.0％となりました。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、60百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

 

②【発行済株式】

種類
 第１四半期会計期間末
 現在発行数（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,048,000 10,048,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株で

あります。

計 10,048,000 10,048,000 － －

　（注）当社株式は平成27年1月23日付で東京証券取引所市場第二部から同取引所市場第一部指定となりました。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 平成27年１月１日～

 平成27年３月31日
－ 10,048,000 － 520,000 － 300,120

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   300,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,746,700 97,467 －

単元未満株式 普通株式     1,300 － －

発行済株式総数 10,048,000 － －

総株主の議決権 － 97,467 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には、当該株式に係る議決権４個が含まれております。

２．「単元未満株式」の株式数の欄には、自己株式78株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＮＪＳ
東京都新宿区富久町

６番８号
300,000 － 300,000 2.99

計 － 300,000 － 300,000 2.99

（注）平成27年３月31日現在の単元未満自己株式数は78株となっております。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,496,687 9,026,640

受取手形及び完成業務未収入金 893,162 1,580,657

未成業務支出金 4,775,850 6,025,289

その他 1,100,314 1,304,635

貸倒引当金 △27,400 △22,922

流動資産合計 15,238,614 17,914,302

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,188,048 1,178,720

土地 1,326,543 1,326,543

その他（純額） 74,161 68,750

有形固定資産合計 2,588,754 2,574,014

無形固定資産 119,004 115,224

投資その他の資産   

投資有価証券 2,284,855 2,183,937

その他 1,953,429 2,049,077

貸倒引当金 △56,438 △57,748

投資その他の資産合計 4,181,846 4,175,266

固定資産合計 6,889,605 6,864,504

資産合計 22,128,220 24,778,806
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

業務未払金 493,339 826,559

未払法人税等 488,496 302,021

未成業務受入金 2,505,710 4,896,307

賞与引当金 317,730 672,180

受注損失引当金 87,972 49,632

損害補償損失引当金 44,118 44,118

その他 851,423 611,239

流動負債合計 4,788,791 7,402,058

固定負債   

退職給付に係る負債 970,799 1,150,807

その他 125,215 127,228

固定負債合計 1,096,015 1,278,035

負債合計 5,884,806 8,680,093

純資産の部   

株主資本   

資本金 520,000 520,000

資本剰余金 300,120 300,120

利益剰余金 15,140,458 15,056,269

自己株式 △399,044 △399,044

株主資本合計 15,561,534 15,477,345

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 555,990 515,143

退職給付に係る調整累計額 125,753 106,236

為替換算調整勘定 135 △12

その他の包括利益累計額合計 681,879 621,367

純資産合計 16,243,413 16,098,713

負債純資産合計 22,128,220 24,778,806
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 5,285,401 3,617,062

売上原価 3,093,750 2,431,577

売上総利益 2,191,650 1,185,485

販売費及び一般管理費 770,168 805,034

営業利益 1,421,482 380,450

営業外収益   

受取利息 4,230 6,625

受取配当金 3,098 3,131

その他 2,585 4,015

営業外収益合計 9,913 13,772

営業外費用   

為替差損 35,729 49,301

営業外費用合計 35,729 49,301

経常利益 1,395,666 344,922

特別損失   

固定資産除却損 － 423

特別損失合計 － 423

税金等調整前四半期純利益 1,395,666 344,498

法人税、住民税及び事業税 786,050 288,938

法人税等調整額 △252,530 △183,844

法人税等合計 533,519 105,094

少数株主損益調整前四半期純利益 862,146 239,404

四半期純利益 862,146 239,404
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 862,146 239,404

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △51,794 △40,846

退職給付に係る調整額 － △19,517

為替換算調整勘定 △95 △147

その他の包括利益合計 △51,890 △60,511

四半期包括利益 810,256 178,892

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 810,256 178,892

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間につ

いて従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が190,119千円増加し、利益剰余金が128,634

千円減少しております。なお損益に与える影響は軽微であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

（訴訟関係）

（1)　当社は、元取引先より、当社の設計した送水施設に不具合があるとして、240,555千円の損害賠償請求訴訟

を東京地方裁判所において提起され、現在係争中であります。

　当社といたしましては、当該不具合の原因は、当社が行った設計ではなく、工事業者が採用した装置にある

と認識しており、今後も法廷の場で適切に対応していく方針であります。

 

(2)　当社の連結子会社である、在コスタリカ国の現地法人CONSORCIO NJS-SOGREAH S.A.は、社外委託先の現地測

量業者より、未払委託料及び精神的被害等に係る損害賠償の合計1,322千USドル（約158,000千円）の支払いを

求める訴訟を、コスタリカ国サンホセ地方裁判所に提起されております。

原告の測量業者は測量業の営業許可を有していないことを隠蔽したうえで業務を請け負っており、当方とい

たしましては委託契約の無効を主張し係争中であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

　当社グループの売上高は、通常の業務の形態として、第２四半期に完成する業務の割合が大きいため、各四半期

連結会計期間に比べ第２四半期連結会計期間の売上高が増加する傾向にあり業績に季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

減価償却費 27,432千円 29,140千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月26日

定時株主総会
普通株式    194,959         20 平成25年12月31日 平成26年３月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月26日

定時株主総会
普通株式    194,958         20 平成26年12月31日 平成27年３月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 国内業務 海外業務 計

売上高        

外部顧客への売上高 4,261,424 996,075 5,257,499 27,901 5,285,401 － 5,285,401

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 850 850 - 850 △850 －

計 4,261,424 996,925 5,258,349 27,901 5,286,251 △850 5,285,401

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
1,591,332 △144,505 1,446,826 14,197 1,461,024 △39,542 1,421,482

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業を

行っております。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 国内業務 海外業務 計

売上高        

外部顧客への売上高 2,608,791 983,152 3,591,943 25,118 3,617,062 － 3,617,062

セグメント間の内部

売上高又は振替高
14 － 14 － 14 △14 －

計 2,608,805 983,152 3,591,957 25,118 3,617,076 △14 3,617,062

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
493,188 △101,617 391,571 11,630 403,202 △22,751 380,450

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業を

行っております。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 88円44銭 24円56銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 862,146 239,404

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 862,146 239,404

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,747 9,747

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年５月８日

株式会社ＮＪＳ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　亮比呂　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古谷　大二郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＮＪ

Ｓ（旧会社名　日本上下水道設計株式会社）の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期

連結会計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結

包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＮＪＳ（旧会社名　日本上下水道設計株式会社）及び連結子

会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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